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2　安全衛生の確保に関する重点事項＜連携＞
3　外国人の派遣労働者について

3　外国人の派遣労働者について

労働関係法令は、労働者の国籍にかかわらず当然に適用されます。
また、国籍を理由とする差別的取扱いについては、派遣元だけでなく、派遣先についても禁止さ

れています。

外国人の派遣労働者については、
・　労働条件の明示や安全衛生教育の実施、労働災害防止に関する標識、掲示等について、外国人

労働者がその内容を理解できる方法により行う
・　労働災害防止のための日本語教育等を実施する

、くづ基に」針指のめたるす処対に切適が主業事てし関に等善改の理管用雇の者働労人国外「、どな
必要な措置を講じてください。

５　派遣元でも派遣先の協力を得て再発防止対策を講じましょう
・　派遣労働者が労働災害に被災した場合、派遣先は、派遣元における安全衛生教育への活用や同

種業務に従事する派遣労働者への情報提供が行えるよう、派遣元に対し、当該労働災害の原因や
対策について必要な情報を提供しましょう。

６　派遣元・派遣先の適切な連絡調整が重要です
・　派遣元と派遣先は、定期的に会合を開催するなどし、健康診断、安

全衛生教育、労働者派遣契約で定めた安全衛生に関する事項の実施状
況、派遣労働者が被災した労働災害の内容・対応、派遣先事業場が実
施している安全衛生活動への派遣労働者の参加等について連絡調整を
行ってください。

このパンフレットに関するお問い合わせは、
最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署までお願いします。

（H29.2）
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派遣労働者の
労働条件・安全衛生の確保のために
～派遣元・派遣先の責任区分の十分な理解と相互の連携を～

は じ め に
派遣労働者にも当然に労働基準法、労働安全衛生法等の労働

関係法令が適用され、原則として、派遣労働者と労働契約を交
わしている派遣元（派遣会社）がその責任を負います。同時に、
派遣労働者を指揮命令して業務を行わせるのは派遣先であるた
め、派遣労働者の保護の実効を期する上から一部の規定につい
ては派遣先に責任を負わせることとするなど、派遣元と派遣先
との間で適切に責任を区分しているところです。

しかしながら、派遣労働者については、労働時間管理が適正

そこで、このパンフレットでは

をわかりやすく解説しています。派遣元・派遣先の皆様におかれては、このパンフレットをご活用い
ただき、それぞれの責任区分を理解し相互に連携して、派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保に
取り組んでいただくようお願いします。

1 労働条件の確保について、
（1）派遣元が実施すべき重点事項 ………………………………p2
（2）派遣先が実施すべき重点事項 ………………………………p10
（3）派遣元と派遣先が連携して実施すべき重点事項……………p11

2 安全衛生の確保について、
（1）派遣元が実施すべき重点事項 ………………………………p12
（2）派遣先が実施すべき重点事項 ………………………………p14
（3）派遣元と派遣先が連携して実施すべき重点事項……………p18

3 外国人の派遣労働者について………………………………………p20

派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保に当たっては、

が重要です。

派遣元・派遣先の双方が、自らの責任を十分に理解しそれぞれの義務を果たすこと

派遣元・派遣先は、労働者派遣契約の相手方の責任についても
互いに理解し、その上で適切な連携を図ること

特に、安全衛生を確保するためには、派遣先が派遣労働者の危険又は
健康障害を防止するための措置を現場の状況に即し適切に講ずること

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

になされず割増賃金が支払われない、機械等の安全措置が講じられていない、雇入れ時や作業内容変更
時の安全衛生教育や健康診断が実施されていないなど、法定労働条件に関する問題等がみられます。



※労働者が希望する場合には、ファックス、電子メール等（出力し
て書面を作成できるものに限る）によって明示することも可能



※労働者が希望する場合には、ファックス、電子メール等（出力し
て書面を作成できるものに限る）によって明示することも可能



　派遣先の都合により労働者派遣契約が中途解除された場合、派遣労働者の新たな就業機会の
確保を図ることとし、これができないときには、少なくとも派遣元が派遣労働者を休業させること
等を余儀なくされたことにより生じた派遣元の損害について、派遣先が賠償を行わなければなりま
せん※



　派遣先の都合により労働者派遣契約が中途解除された場合、派遣労働者の新たな就業機会の
確保を図ることとし、これができないときには、少なくとも派遣元が派遣労働者を休業させること
等を余儀なくされたことにより生じた派遣元の損害について、派遣先が賠償を行わなければなりま
せん※







派遣労働者の公正な待遇の確保について、労働者派遣法では次のように定められています。

○　派遣元は、以下の①派遣先均等・均衡方式または②労使協定方式のいずれかの待遇決定方式に
より、派遣労働者の公正な待遇を確保することが義務付けられています。

　　①　派遣先均等・均衡方式
　　・　派遣先の通常の労働者との均等・均衡待遇を図る方式です。
　　・　基本給、賞与、手当、福利厚生、教育訓練、安全管理等、全ての待遇それぞれを、派遣先

の通常の労働者との間に不合理な待遇差がないように待遇を決定しなければなりません。

　　②　労使協定方式
　　・　派遣元が、労働者の過半数で組織する労働組合または労働者の過半数代表者と、一定の要

件を満たす労使協定を締結し、その協定に基づいて派遣労働者の待遇を決定する方式です。
　　※過半数代表者の選出は、その人が管理監督者に該当しないこと、労働者の過半数の支持が明確になる民主的手続き

で選出されること、その人の選任が使用者の意向によらないことなどが必要です。

○　派遣元は、派遣労働者から説明を求められた場合、待遇決定方式に応じて待遇に関する事項を説
明する義務があります。

　　※派遣労働者が説明を求めたことを理由とする不利益取扱いは禁止されています。

○　なお、短時間・有期雇用労働者である派遣労働者の場合、派遣先均等・均衡方式または労使協
定方式のいずれかの待遇決定方式による公正な待遇の確保が問題になるとともに、パートタイム・
有期雇用労働法において、派遣元に雇用される通常の労働者との間の待遇の相違が問題になるた
め、注意が必要です。



派遣労働者の公正な待遇の確保について、労働者派遣法では次のように定められています。

○　派遣元は、以下の①派遣先均等・均衡方式または②労使協定方式のいずれかの待遇決定方式に
より、派遣労働者の公正な待遇を確保することが義務付けられています。

　　①　派遣先均等・均衡方式
　　・　派遣先の通常の労働者との均等・均衡待遇を図る方式です。
　　・　基本給、賞与、手当、福利厚生、教育訓練、安全管理等、全ての待遇それぞれを、派遣先

の通常の労働者との間に不合理な待遇差がないように待遇を決定しなければなりません。

　　②　労使協定方式
　　・　派遣元が、労働者の過半数で組織する労働組合または労働者の過半数代表者と、一定の要

件を満たす労使協定を締結し、その協定に基づいて派遣労働者の待遇を決定する方式です。
　　※過半数代表者の選出は、その人が管理監督者に該当しないこと、労働者の過半数の支持が明確になる民主的手続き

で選出されること、その人の選任が使用者の意向によらないことなどが必要です。

○　派遣元は、派遣労働者から説明を求められた場合、待遇決定方式に応じて待遇に関する事項を説
明する義務があります。
　　※派遣労働者が説明を求めたことを理由とする不利益取扱いは禁止されています。

○　なお、短時間・有期雇用労働者である派遣労働者の場合、派遣先均等・均衡方式または労使協
定方式のいずれかの待遇決定方式による公正な待遇の確保が問題になるとともに、パートタイム・
有期雇用労働法において、派遣元に雇用される通常の労働者との間の待遇の相違が問題になるた
め、注意が必要です。



　労働者派遣法では、派遣先は派遣先管理台帳に派遣就業日ことの始業・終業時刻等を記載し、こ
れを派遣元に通知しなければならないとしています。
　また、派遣先指針では、派遣先は派遣元との労働時間等に係る連絡体制を確立することとされて
います。



　労働者派遣法では、派遣先は派遣先管理台帳に派遣就業日ことの始業・終業時刻等を記載し、こ
れを派遣元に通知しなければならないとしています。
　また、派遣先指針では、派遣先は派遣元との労働時間等に係る連絡体制を確立することとされて
います。
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2　安全衛生の確保に関する重点事項＜連携＞
3　外国人の派遣労働者について

3　外国人の派遣労働者について

労働関係法令は、労働者の国籍にかかわらず当然に適用されます。
また、国籍を理由とする差別的取扱いについては、派遣元だけでなく、派遣先についても禁止さ

れています。

外国人の派遣労働者については、
・　労働条件の明示や安全衛生教育の実施、労働災害防止に関する標識、掲示等について、外国人

労働者がその内容を理解できる方法により行う
・　労働災害防止のための日本語教育等を実施する

、くづ基に」針指のめたるす処対に切適が主業事てし関に等善改の理管用雇の者働労人国外「、どな
必要な措置を講じてください。

５　派遣元でも派遣先の協力を得て再発防止対策を講じましょう
・　派遣労働者が労働災害に被災した場合、派遣先は、派遣元における安全衛生教育への活用や同

種業務に従事する派遣労働者への情報提供が行えるよう、派遣元に対し、当該労働災害の原因や
対策について必要な情報を提供しましょう。

６　派遣元・派遣先の適切な連絡調整が重要です
・　派遣元と派遣先は、定期的に会合を開催するなどし、健康診断、安

全衛生教育、労働者派遣契約で定めた安全衛生に関する事項の実施状
況、派遣労働者が被災した労働災害の内容・対応、派遣先事業場が実
施している安全衛生活動への派遣労働者の参加等について連絡調整を
行ってください。

このパンフレットに関するお問い合わせは、
最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署までお願いします。

（R3.10）
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派遣労働者の
労働条件・安全衛生の確保のために
～派遣元・派遣先の責任区分の十分な理解と相互の連携を～

は じ め に
派遣労働者にも当然に労働基準法、労働安全衛生法等の労働

関係法令が適用され、原則として、派遣労働者と労働契約を交
わしている派遣元（派遣会社）がその責任を負います。同時に、
派遣労働者を指揮命令して業務を行わせるのは派遣先であるた
め、派遣労働者の保護の実効を期する上から一部の規定につい
ては派遣先に責任を負わせることとするなど、派遣元と派遣先
との間で適切に責任を区分しているところです。

しかしながら、派遣労働者については、労働時間管理が適正

そこで、このパンフレットでは

をわかりやすく解説しています。派遣元・派遣先の皆様におかれては、このパンフレットをご活用い
ただき、それぞれの責任区分を理解し相互に連携して、派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保に
取り組んでいただくようお願いします。

1 労働条件の確保について、
（1）派遣元が実施すべき重点事項 ………………………………p2
（2）派遣先が実施すべき重点事項 ………………………………p10
（3）派遣元と派遣先が連携して実施すべき重点事項……………p11

2 安全衛生の確保について、
（1）派遣元が実施すべき重点事項 ………………………………p12
（2）派遣先が実施すべき重点事項 ………………………………p14
（3）派遣元と派遣先が連携して実施すべき重点事項……………p18

3 外国人の派遣労働者について………………………………………p20

派遣労働者の労働条件・安全衛生の確保に当たっては、

が重要です。

派遣元・派遣先の双方が、自らの責任を十分に理解しそれぞれの義務を果たすこと

派遣元・派遣先は、労働者派遣契約の相手方の責任についても
互いに理解し、その上で適切な連携を図ること

特に、安全衛生を確保するためには、派遣先が派遣労働者の危険又は
健康障害を防止するための措置を現場の状況に即し適切に講ずること

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署

になされず割増賃金が支払われない、機械等の安全措置が講じられていない、雇入れ時や作業内容変更
時の安全衛生教育や健康診断が実施されていないなど、法定労働条件に関する問題等がみられます。


